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１．はじめに

　環境や安全に配慮した交通行動の意思決定を行う

ためには，マスコミュニケーションを通じた情報の

提供とともに一人一人の交通行動履歴にあわせた助

言が必要とされる．そこで，自発的な行動変容を顕

在化させるプログラムが海外を中心に実施され，自

動車トリップの削減効果も報告されている1)-3)．今後

の交通需要マネジメント施策にはこのような心理的

アプローチによる態度と行動変容を導く取り組みを

拡大していくことが必要とされている．

　トラベル・ブレンディングのような自発的な行動

変容を顕在化させるために，一人一人に対して情報

をフィードバックするプログラムをここでは，ＴＦ

Ｐ（Travel Behavior Feedback Program）と呼ぶこと

にする．ＴＦＰの課題の一つは，プログラムへの参

加意図をいかに高めるかにある．これまで検証され

てきたＴＦＰの行動変容効果はプログラムに参加し

た人のなかを前提にしており，いかに自動車トリッ

プの削減効果が高くともこのプロジェクトに参加す

る人数が少なければ，プロジェクトの効果としては

限定的にならざるをえない．強制的にＴＦＰに参加

させることもできようが，本来自発的な行動変容を

目的としている以上，その趣旨に添えばプログラム

の参加も自由意思に任されるべきものだと考える．

特にＴＦＰのような個人情報をやりとりするプログ

ラムは，一般の人にとって参加すること自体に抵抗

が大きいと推測され，いかに参加しやすいプログラ

ムに改善していくかがＴＤＭ施策のひとつのツール

として普及していくかの鍵を握っていると過言では

あるまい．

　そこで本研究では，ＴＦＰの手続きとして通常１

週間であったトリップデータの収集を１日に簡略化

したときの交通行動の変容効果を検証する．さら

に，行動変容の規定因を抽出することにより，行動

変容の妥当性について検討する．

２．実験の概要

　ＴＦＰによる態度と行動変容の効果を検証するた

めには，被験者に対して心理学的指標と交通行動の

診断結果をフィードバックする基礎情報を取得する

ためにアンケートを実施する必要がある．そこで，

以下のような情報のフィードバックを行わない統制

群を含めた４群を設定した．

i)  １週間のダイアリーデータに基づいたフィード

バック群（１週提供群）

ii)１週間のダイアリーデータに基づいた非フィード

バック群（１週統制群）

iii) １日のダイアリーデータに基づいたフィードバッ

ク群（１日提供群）

iv)  １日のダイアリーデータに基づいた非フィード

バック群（１日統制群）

　本実験は情報のフィードバック回数を１回とし

た．被験者は，大阪市西淀川区在住で自動車を利用

している人400人を対象とした．被験者選定の方法

は，調査員が直接自宅を訪問し，自動車を普段利用

しているかどうかを確認した後に，実験協力の承諾

をえた人に対して交通行動票と意識調査票を留め置

き，１週間後に回収する方式をとった．この際，町

丁目によるクラスター標本抽出方法によりアンケー

トを配布する地区を決定した．

　まず，2001年11月27日(火)～12月3日(月)を１回目



の調査対象期間とし，意識調査アンケートを記入し

てもらい，この期間中の交通行動を交通行動票に書

いてもらった．なお，１日のダイアリーデータによ

る実験群(１日提供群・１日統制群)の被験者には，

期間内で自動車を利用した任意の１日を選び回答し

てもらうこととした．

　続いて，１回目の調査対象期間終了後，意識調査

アンケートと交通行動票を返信してもらった被験者

を，情報提供群と統制群に分割した．分割にあたっ

ては，交通行動の転換にはもとの自動車利用量が支

配的な要因になると考えられるので，グループ間で

１回目の二酸化炭素排出量に大きな差が生じないよ

うに配慮した．情報提供群のために，交通行動票を

もとに交通診断カルテを作成した．これには，個人

の交通行動に起因する二酸化炭素排出量と生活に占

める交通の二酸化炭素排出量の占める割合，交通行

動変容に向けたアドバイスが記入されている（図-

1）．

　その後，１回目と同じ内容の調査票セットを12月

14日(金)に郵送にて発送した．この時に，情報提供

群については，個人個人の交通カルテも同封した．

12月17日(月)～23日(日)を２回目の調査対象期間と

し，意識調査アンケートと交通行動を記入しても

らった．なお，情報提供群の被験者に対しては，意

識調査アンケートと交通行動票を書く前に，交通カ

ルテを読んでもらうようにお願いした．その２回目

の調査票を返送してくれた被験者を最終的な有効回

答者106人を対象に，以下の分析を行った．１週提供

群，１週統制群，１日提供群，１日統制群にそれぞ

れ，23人，20人，33人，30人を割り当てている（表-

1）．

　有効回答106人の年齢構成は，20歳代９人(8 . 5

％)，30歳代26人(24.5%)，40代歳18人(17.0％)，50歳

代24人(22.6％)，60歳代以上29人(27.4％)であった．

また，性別は男性83人(78.3％)，女性23人(21.7％)で

あった．

３．ＴＦＰの手続き簡略化よる行動変容への影響

　各群の１日あたりの平日・週末別の交通行動によ

る二酸化炭素排出量の平均値は表-2のようになっ

た．1週統制群は平日で19％，休日で22％増加したの

に対して，1週提供群は平日で19%，休日で7%削減

された．一方，1日では平日で統制群が41％の増加に

対して提供群は26％減少した．

　そこで，情報提供の効果の有意性を検定するため

に，二元配置分散分析を行った．その結果，１週間

の平日では有意確率5％で有意となり，1日では10％

で有意な差が認められた．したがって，１日のＴＦ

Ｐにおいても，１週間ほどの有意水準ではないが，

10％まで緩和すれば有意にＴＦＰにより二酸化炭素

排出量が減少したといえる．しかしながら，アン

ケートの回収率は，１回目の回収率が，１週間の交

通行動による実験群が200名中62名の回収(回収率

31.0％)に比べて，１日の交通行動による実験群が

200名中101名(回収率55.5％)と高い．このＴＦＰへ

図-1　交通診断カルテの例

表-1　アンケート表の回収状況



の参加率を考慮すれば，これまで通常トラベルブレ

ンディングプログラムは１週間の交通行動を記入し

てもらう形で行われてきたが，１日の交通行動を書

いてもらう形を取ったとしても，１週間と同程度の

効果が期待される．また，１週間，１日共に，週末

では情報提供の有無によって有意な差が観測されな

かった．その理由としては，週末では家族で出かけ

たりすることが多く，家族で移動するには車を使わ

ざるを得ないということや，１人の意識や意見だけ

では交通行動を変えることが出来ないということが

考えられる．

　１週間の交通行動による実験群の，行動の目的ご

とに排出量の変化とトリップ数の変化について考え

る（表-3）．情報提供群のうち，通勤・通学，業

務，買い物トリップにおいては，トリップ数に有意

な変化が内にもかかわらず，それぞれ排出量が38

％，10％，22％減少している．通常，通勤や業務で

の利用は，環境に対する意識が高くとも，交通手段

が転換しにくいと考えていたが，今回の実験では，

ＴＦＰによって，通勤・通学，業務，買い物トリッ

プであっても，交通手段が転換しうることが示唆さ

れた．

４．態度・行動変容プロセス

　自動車利用量を減らすという環境配慮行動を行う

規定因を探るために，共分散構造分析を行った4)-6)．

分析対象は，１週間の交通行動による実験群(１週提

供群・１週統制群)である．分析の結果を図-2に示

す．情報提供の有無は，目標意図と行動意図への因

果関係が5％で有意となり，情報提供が目標意図と行

動意図を共に高めるということが分かった．このこ

とは，3章の行動変容の裏付けとなり，行動変容の妥

当性を検証したと解釈することができる．

　今回の分析結果では，１回目，２回目共に行動意

図と行動(二酸化炭素排出量)の間の因果関係は明ら

かにならなかった．このことは，目標意図や行動意

図が高いからといって，交通行動による排出量が低

いと言うことが出来ないことを示しており，これ

は，目標意図や行動意図といった環境意識が高くて

も，実行意図が低ければ，直接排出量には結びつか

ないからだと考えられる．

　また，同様の分析を１日の交通行動による実験群

(１日提供群・１日統制群)で行ったが，情報提供の

有無によっての目標意図や行動意図の高まりに，有

意な差が検出できなかった．

５．情報の新奇性の行動変容への影響

　情報提供群の被験者に対して，交通診断カルテを

見ての反応を排出量の多さ，行動変容プランの実行

可能性，カルテの今後の交通行動の参考度合いを聞

いた．１週提供群の被験者で，２回の調査の二酸化

炭素排出量を比べ，排出量が減少した人と減少しな
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かった人の２つのグループに分けた．内訳は，減少し

たのが12人，減少しなかったのが11人であった．そし

て，交通カルテを見ての感想の結果を比べたところ，

「変更プランの提案をどう感じたか？」「カルテを見

て環境配慮行動を今以上にしたいと思ったか？」では

ほぼ同じような回答結果の分布であったが，「交通カ

ルテを見てどう感じたか？」では，排出量が減少した

グループが「かなり多く排出していると感じた」「多

く排出していると感じた」が合わせて約83％となり，

減少しなかったグループの約55％に比べて大きくなっ

た．ここで検定を行う5％で有意となった．これは，

新奇性が環境配慮行動を引き起こす要因として機能し

ていることを示唆している．

６．まとめ

　本研究では以下のことがあきらかになった．

・１週間のＴＦＰ，１日間のＴＦＰ共に，平日の二酸

化炭素排出量の削減効果が有意である（１週間は

5%有意，１日間は10%有意）．目的別では，私用

や買い物トリップだけでなく，通勤や仕事での利

用においても，情報提供によって二酸化炭素排出

量が削減されることが確認できた．

・ＴＦＰへの参加率を考慮すると１日の情報提供で

あっても１週間と同等の削減効果を期待すること
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図-2　態度・行動の因果関係

ができる可能性を示した．このことから，個人の

情報秘匿の義務を十分に考慮しつつ，パーソント

リップ調査等の機会を利用してＴＦＰを行うと，

環境配慮行動に向けて効果をあげる可能性がある

と考えられる．

・ １週間情報提供群では，情報提供が目標意図・行動

意図という態度に影響を与えていることが分かっ

たが，行動に至るまでは実行意図を考えねばなら

ない．特に，新奇性(驚き)が二酸化炭素排出量削

減行動を取るための有効な要素である．
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